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第 1 　事案の概要
1 　原告 Xは，被告Y（あいおい損保）の個人総合自動車保険契約の契約者・
被保険者である。本件は，Xが平成18年 ４ 月23日午前 ６時過ぎに起こした自
動車事故（以下「本件事故」という）について，車両保険金を請求したところ，
Yが Xの酒気帯び運転を理由とする免責を主張して保険金支払を拒絶した
ため，Xが出訴したものである。
2　本件保険契約の内容は，大要以下の通りであった。
被保険自動車　普通乗用自動車（メルセデスベンツ）
保険期間　平成17年12月20日午後 ４時から平成18年12月20日午後 ４時まで
車両保険金　820万円　（免責金額 1回目事故　 0万円）
対人対物補償無制限
　また，同保険契約には，以下の免責条項があった。
「第 7条（保険金を支払わない場合）
　当会社は，次の各号のいずれかに該当する者が法令により定められた運
転資格を持たないで被保険自動車を運転している場合，①麻薬，大麻，あ
へん，覚せい剤，シンナー等の影響により正常な運転ができないおそれが
ある状態で被保険自動車を運転している場合，又は②道路交通法第６5条第
1項に定める酒気帯び運転もしくはこれに相当する状態で被保険自動車を
運転している場合に生じた損害に対しては，保険金を支払いません。
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⑴　保険契約者，被保険者又は保険金を受け取るべき者（以下略）」
　以下，付保車両を「本件車両」，前掲免責条項を「本件免責条項」，①②部
分を「本件免責条項①」「本件免責条項②」と呼ぶ。
3　Xは，平成18年 ４ 月22日土曜日，娘の夕食の弁当を買いに出かけたところ，
自己の勤務先病院の実質的経営者であり，居酒屋経営者でもある訴外Aか
ら電話を受けたため，Aの経営する居酒屋に向かった。当日の飲酒量は証
拠上判然としないが，少なくともビール小 1杯を飲んだことはほぼ明らかで
ある。
　　Xは，翌23日日曜日午前 ６時過ぎに本件車両の運転を開始し，大阪市内通
称長堀通の新橋交差点付近で車線変更をしようとした際に前方を注視せず，
本件車両も含め 3台が関連する玉突き事故を起こした。被追突車両の運転者
は玉突きを避けようとブレーキを強く踏んだものの玉突きを避けられず，被
追突車両は全損し，さらに前の車両に凹損が生じた。被追突車両とその前の
車両の運転者は，頸部挫傷等の傷害を受けたが，Xはシートベルトをしてお
り，エアバッグも作動したため，受傷しなかった。
　　本件事故後，Xは飲酒検知で呼気 1リットルにつき0.1ミリグラムのアル
コールを保有していることが判明した。
４　本件訴訟においてXは，主として本件免責条項②による免責の成否を争
った。主たる争点は，本件免責条項②にいう「酒気帯び運転もしくはこれに
相当する状態」の解釈である。Xは，道交法６5条 1 項の罰則規定である同法
117条の 2第 1 号の内容を定める，同法施行令４４条の 3で定められた，呼気
1リットルにつき0.15ミリグラムのアルコールを保有していなかったXは，
本件免責条項の適用を受けないとした。一方Yは本件免責条項の文言に忠
実な解釈を主張した。
1）
Yは本件免責条項①・虚偽告知による免責も併せて主張しているが，いずれも裁判所の判断の
対象となっていないため，本報告の検討対象からは除外する。
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第 2 　判　　旨
請求棄却（確定）。
1 　本件免責条項②が引用する，道交法「６5条 1 項に定める『酒気を帯びて』
とは，およそ社会通念上酒気を帯びているといわれる状態，具体的には，そ
の者が，通常の状態で身体に保有する程度以上にアルコールを保有している
状態にあり，このことが顔色，呼気等の外観上認知できる状態にあることを
いうものと通常解釈されている。そして，同条項，道交法117条の 2第 1 号
及び117条の ４第 2 号の各文言，規定方法等からすれば，同法６5条 1 項は，
罰則の対象となる場合に当たらない程度の酒気帯び運転も含めて禁止する趣
旨であることが認められる。（中略）
　　もっとも，本件免責条項②が，損害との因果関係を要せずに本件免責条項
にあたる状態であることをもっておよそ保険者を免責するという効果を有す
る条項であること，本件免責条項が，同条項②と併記して，無免許運転及び
麻薬，覚せい剤やシンナー等の薬物ないし毒物の影響により正常な運転がで
きないおそれがある状態での運転（本件免責条項①。なお，同条項は，道交法６６
条において禁止された過労運転等のうち，一定の薬物の影響による場合について罰則
が定められた同法117条の 2 第 1 号の 2 の規定とほぼ同様の文言を定める条項であ
る。）という，社会的批判の対象となる理由により正常な運転ができないお
それがある状態での運転として道交法上罰則が定められた場合を免責の対象
としていることとの整合性などを考慮すれば，本件免責条項②が，無免許運
転及び同条項①の場合よりも厳格に，およそ運転行動にアルコールの影響が
現れるおそれがないような場合も含めて，酒気を帯びているといわれる状態
での運転を当然に免責とする趣旨とみることも困難である。
　　上記のような本件免責条項全体の趣旨及び効果との整合性をも考慮すれば，
本件免責条項②は，その形式的文言にかかわらず，酒気を帯びた状態での運
転のうち，アルコールの影響により正常な運転ができないおそれがある状態
での運転を免責事由とする趣旨であると制限的に解釈することが，当事者の
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合理的意思にかない，相当であると解する。
　　なお，以上のような解釈に基づけば，本件免責条項②が，消費者契約法10
条等に違反する旨の原告の主張は，理由がないことが明らかである。」
2　「そうすると，本件免責条項②は，道交法施行令４４条の 3に定められた程
度のアルコールを身体に保有した状態であることを要するものではないが，
アルコールの影響により正常な運転ができないおそれがある状態での運転を
免責事由とするものと解すべきこととなる。
　　そして，『アルコールの影響により正常な運転ができないおそれがある状
態』にあたる場合とは，当該運転者の飲酒行動，当該事故の当時身体に保有
したアルコール量，アルコール耐性や事故当時の肉体的及び精神的状態，事
故当時の運転状態ないし事故態様及び原因等も総合的に考慮して，当該運転
者が，事故の当時，アルコールの影響により運転者としての通常の注意力，
判断能力等を明らかに低下した状態であったと評価される場合であると解す
ることが相当である。」
3　事故の状況等認定事実からすれば，「Xは，本件事故当時，酒気を帯び，
アルコールの影響により正常な運転ができないおそれがある状態であったと
いうことができるから，本件免責条項②により免責される旨のYの主張は，
理由がある。」
第 ３ 　評　　釈
判旨おおむね賛成。
1 　従前の自動車保険約款の車両保険免責条項では，「酒に酔った状態（アル
コールの影響により正常な運転ができないおそれがある状態）」での運転による損
害を免責としていたが，本件免責条項は，飲酒運転への社会的非難の高まり
やそれに伴う刑法・道交法改正を受けて，免責範囲を広く定めていた。本判
決は，かかる免責条項の解釈について示したはじめての裁判例である。Xの
2）
東京地判平成23年 3 月1６日金判1377号４9頁は，同じあいおい損保（商号変更後のあいおいニッ
セイ同和損害保険㈱が被告）の約款解釈について，自招損害の免責がその趣旨であるとする。ま
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飲酒検知時には罰則基準未満のアルコール濃度が検出されたのみであったこ
とが，本件の判断を難しくしている。
2　本件免責条項②の具体的検討に入る前提として，X側が，当該アルコール
濃度では可罰的違法性がないと主張している点について一言しておく。Xの
主張は，酒気帯び運転に関する道交法６5条 1 項の罰則規定である117条の 2
の 2 第 1 号の基準である同法施行令４４条の 3が，呼気 1リットルにつき0.15
ミリグラムの濃度を基準としていることに基づくものと思われる。しかし，
法６5条 1 項は「酒気を帯びて」とのみ規定し，罰則レベルとしてより重い態
様である117条の 2の 2 第 1 号が特別に規定されていると考えられる以上，
法６5条 1 項は社会通念上酒気を帯びた状態（以下便宜上「社会通念上酒気帯
び」と呼ぶ）を指すと考えられる。呼気アルコール濃度が呼気 1リットルに
つき0.15ミリグラムに達せずとも行為規範としての法６5条 1 項に違反してい
ることは明らかであり，Xの主張は適切とは言いがたい。
3⑴　この前提からすれば，法６5条 1 項の「酒気を帯びた状態」が社会通念上
酒気帯びを指すとする裁判所の判断は相当である。問題は，そのことを理
由として，本件免責条項②を限定的に解釈することが認められるか否かで
あり，本件でもまさにその点が争われた。特に，本件における裁判所の解
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た，無免許運転や薬物服用中の運転との比較対照の上，本判決と同様の制限的解釈を主張した原
告の主張について，薬物服用中の運転は道交法６６条と平仄を合わせたものであり，各約款規定の
規定ぶりには合理性があるとして排斥している。同判決は，傷害保険については免責理由がない
として請求を一部認容しているので，一貫した解釈だともいえるが，道交法６６条が６5条のセービ
ングクローズとして規定されており，（法文上は明確に修飾関係にあるが）保険約款上「正常な
運転ができない状態」が薬物服用の部分とどの程度関係するかは判然としない。また，自損事故
について自招損害を理由とするのは明快ではあるが，従前の損保実務とどれほど整合的かは疑わ
しい。自損事故についておよそ別扱いしなければ，このような理由付けは短絡的に過ぎる。社会
的非難の高まりを理由とする従前の裁判例の理由付けと整合的でなく，約款改定の経緯も十分に
直視せずに文理解釈を行った判決であって，一般論としての支持はできかねる。
以上につき，市川典継「本件判批」共済と保険53巻 ４ 号（2011年）28頁。
この点についてのYの主張は，適切である。違法性を明確に指摘するものとして，土岐孝宏
「本件判解」法セミ６70号（2010年）137頁。桜沢隆哉「本件判批」ひろば６４巻 9 号（2011年）６7
頁は，同条を訓示規定と解する文献を参照しているが，そもそも訓示規定という概念自体明確で
はない。行為規範としては存在するが，罰則をもって強制する必要はないというのが正確な表現
であろう。
今後，さらなる飲酒運転への社会的非難が高まった場合には，施行令４４条の 3がさらに厳しい
基準となることも考えられる。その場合，突然可罰的違法性が発生するという論理にはやや難が
ある。
3）
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釈は，従前の酒酔い運転免責条項からの文言改定をほぼ無視する結果とな
っている。この解釈姿勢が，文言解釈の原則から大きく乖離していること
もあって，先行する評釈類の賛否は分かれている。
　⑵　従前の酒酔い運転免責条項の趣旨は，酒酔い運転が保険事故を発生させ
る危険を著しく増加させるため，被保険者がその状態にある間を保険保護
の範囲から除外する趣旨であったとされる。この危険著増の趣旨からすれ
ば，酒気帯び運転にかかる本件免責条項②も，危険が著増しないケースに
機械的に適用して免責を認めることは不適切と考えるのが整合的である。
血中アルコール濃度が 1ミリリットル中0.5ミリグラム以下では，身体動
作への影響はほとんどないとする裁判例もあり，施行令４４条の 3の基準は
これより厳しいことを考えると，刑事特別法上の罰則規定に該当する違法
レベルと，保険約款の免責条項の解釈基準が異なることは，やむを得ない
面もあるかと考える。本件免責条項②が意識的に文言変更された経緯を踏
まえたとしても，本来の条項の趣旨から逸脱した解釈を容易に認めるべき
ではない。裁判所が本件免責条項①と②のバランスを意識して，本件免責
条項②に制限的解釈を施したことには，約款規定の内容上も十分に理由が
認められる。
　⑶　他方で，かかる本件免責条項②の制限的解釈は，まさに道交法117条の
2に定める「酒酔い運転」そのものを免責とするものであると批判する見
解もある。論者は，Xが主張する呼気 1リットル中0.15ミリグラムの基準
6）
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竹濵修「判批」商事1193号（1989年）3６頁，38頁（事案は生命保険約款における飲酒運転免責
条項にかかるものであるが，本文中の理解は自動車保険約款と生命保険約款とで異なるものでは
ないとしている）。もっとも，竹濵修「本件判批」損保73巻 3 号（2011年）2４9～50頁は，社会的
非難を根拠とする札幌高判昭和57年10月21日交通民集15巻 5 号11６3頁などの裁判例に一定の配慮
を見せつつ，因果関係不存在則に関する保険法31条 2 項 2 号ただし書・33条 1 項も意識して，文
言改訂で免責範囲を飲酒運転一般に拡大することには「慎重な検討を要する」とする。
福岡高判平成13年 ６ 月15日判時1777号75頁。もっとも，竹濵・前掲注６）損保251頁が引用する，
萩田賢司ほか「飲酒運転に関する道路交通法改正効果」交通工学４1巻 3 号（200６年）81頁によれ
ば， 1リットルあたり0.1ミリグラムを取締基準とする外国法もあるとされ，必ずしも議論が帰
一しない。
竹濵・前掲注６）商事38頁も，反社会的行為に対する制裁・抑止を目的とする刑罰法規と，当
事者利益調整を主とする保険約款との差異を強調する。
市川・前掲注3）32頁。
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より重い態様の運転を免責判断とすることに疑問を呈するが，弁論主義あ
るいは法的観点指摘義務の観点からの問題とはなり得ても，約款解釈とし
ては特に問題は感じない。
　　　論者は，かかる判断基準の不明確性や，本件免責条項②のような規定を
もつ保険契約締結の自由がなくなる結論に至ることも併せて批判する。裁
判所は後者について，本件免責条項の制限的解釈によって消費者契約法上
の問題は発生しないと判断しており，かかる制限的解釈を施さなかった場
合に，消費者契約法10条違反が論点として取り上げられるリスクは否定で
きないように思われる。
　　　また論者は，従来の酒酔い運転免責条項の解釈基準が不明確であったこ
とから，現在の社会通念上酒気帯びを基準とする本件免責条項②への改定
がなされたと考えられるとする。保険者が免責主張に際し様々な立証上の
負担（苦労）を負っていることには深く同情するが，本来の免責規定の趣
旨から離れた解釈を認めるべきだという論旨であれば認められない。約款
10）
11）
12）
13）
かかる解釈の上でYが敗訴した場合には，Y敗訴の時点で，民事訴訟法学上の通説である形
式的不服説からは控訴の利益が当然に認められる。しかし本件では，Xが全面的に敗訴している
ので，Yに控訴の利益はない。X・Y・裁判所の当該免責条項に関する見解の対立については，
後記の表を参照されたい。
論者の指摘するように，社会通念上酒気帯びの判断基準が，外観なども含めた総合判断とされ
ている点は，不明確ではある。本件では事故後に呼気検知が行われており，社会通念上酒気帯び
の該当性は明確であった。しかし，外観上酒気帯びとはみられない場合に，後から保険者が社会
通念上酒気帯びを主張立証することは難しくなる。
もっとも，社会通念に照らした判断基準を採用する際に，総合評価法が採用されるのはごく一
般的なことであり，それ以外に適切な方法があるとも考えがたい本判決の枠組みは，消極的なが
ら支持せざるを得ないのではないだろうか。
また，本判決の「酒気を帯びた状態での運転のうち，アルコールの影響により正常な運転がで
きないおそれがある状態での運転を免責事由とする趣旨」という文言からは，「飲酒」と「正常
な運転ができないおそれ」との間に因果関係を要求しているように読めるが，判決のあてはめで
は，この関係は截然と見えてこない。むしろ，事故の重大性から後付け的に当該関係が認められ
ているようにも見え，判断基準としての適切性にやや疑問が残るのは事実である。この点につい
ては，笠原武朗准教授から指摘を賜った。
新規契約に際して，本件免責条項②が不当条項規制違反となる可能性は低そうであるが，本件
のように契約期間中に約款改定がなされた場合で，実際に約款解釈が消費者に不利に変更された
と解する場合には，争点化することは十分あり得ると考えられる。
また，約款文言の一方的変更が消費者法上問題なく行えたとしても，次は保険料率の見直しが
（少なくとも理論上）問題となるはずであるが，そのような主張はなされていない（実際に行わ
れてもいなかっただろう）。
市川・前掲注3）33頁。
10）
11）
12）
13）
78　（39４）
解釈に際しては，諸事情のバランスよい考慮が必要であることはいうまで
もないが，従前の酒酔い運転免責条項から被保険者に不利益に免責条項を
改定する理由として，飲酒運転への社会的非難や厳罰化のみを挙げるので
は不十分であると考える。刑罰法規は刑罰の威嚇により該当する結果発生
の一般予防・特別予防を意図するものであって，危険著増による保険者へ
のリスク転嫁を防止しようとする本件保険約款の免責条項と，ダイレクト
に結合するものではない。本件免責条項の前段階として存在した酒酔い運
転免責条項の趣旨からすれば，むしろ容易に認めてはならないものである。
４　もとより，本件では結論において，Yの免責主張が認められており，かか
る結論はYの主張する文言通りの解釈をとろうと，裁判所の解釈をとろう
と変わりがない。本判決は一般論としては相当の意義があるといえるが，最
終的な請求棄却の結論に影響を与える約款解釈ではなかった以上，必ずしも
無理にかかる解釈を採用する必然性はなかったともいえる。保険者側からす
れば，それならばYの解釈をそのまま容れるべきであったとの意見も出よ
うが，本判決が仮に消費者契約法上の論点を予防する意味も併有していたと
すれば，本件裁判所の積極的な判示には，相応の意義を認めてよいのかもし
れない。
＊　本件評釈・解説類として，土岐孝宏・法セミ６70号137頁，市川典継・共済
14）
15）
16）
保険約款の解釈手法について，山下友信『保険法』（有斐閣，2005年）117頁以下を参照。竹
濵・前掲注６）損保252頁は，呼気検知などのデータがない場合には，運転者側でアルコールの影
響がなかったことの証明を要すると解すべきとするが，立証責任の転換を求めるのであれば，運
転者に酷になる面も否定できない。もっとも，保険者としては，免責が認められるべきと判断す
る事案については，裁判で争うであろうが，免責該当性が判然としない場合は保険金支払いに応
ずるだろうから，実際上の問題点は少ないとも思える。
敷衍すると，本件は損保事案であって，実損が填補されるに過ぎないから，生保のようなモラ
ルリスクが発現するとは即断しがたい。危険著増という竹濵・前掲注６）商事の説明は，この点
では生保・損保を問わないので，より普遍性がある。
また，裁判所は道交法117条の 2第 1 号・第 2号と平仄を合わせた約款解釈を施しているので，
刑事特別法である道交法にも一定の配慮を示している。この点も併せ考えれば，文言解釈のみを
理由とした論者の批判も弱く見える。
14）
15）
16）
酒気帯び運転免責条項の制限的解釈（原）
（395）　79
と保険53巻 ４ 号28頁，桜沢隆哉・ひろば６４巻 9 号６４頁，竹濵修・損保73巻 3
号239頁がある。
［参考］
本件訴訟における見解の異同
酒気帯びの意義 正常運転困難性の要否 結　論
原告の主張 0.15ミリ基準 Ｎ／Ａ 免責否定
被告の主張 社会通念基準 不　要 免責肯定
裁判所の見解 社会通念基準 必　要 免責肯定
